
                              

 

第 83 期 決算公告 

貸   借   対   照   表 

（ 2020 年 3 月 31日現在 ） 

 (単位：百万円) 

科        目 金     額 科        目 金     額 

（ 資 産 の 部 ）    （ 負 債 の 部 ）    

流    動    資    産  10,317  流    動    負    債  10,446  

現 金 及 び 預 金  5,824  短 期 借 入 金  2,551  

関 係 会 社 貸 付 金  4,065  １年内返済予定の長期借入金  731  

そ の 他  426  関 係 会 社 預 り 金  6,839  

    賞 与 引 当 金  101  

固    定    資    産  24,324  そ の 他  223  

 有 形 固 定 資 産  6,906  固    定    負    債  2,245  

建 物  1,145  長 期 借 入 金  1,617  

土 地  5,722  退 職 給 付 引 当 金  64  

そ の 他  38  役員退職慰労引当金  442  

    そ の 他  119  

 無 形 固 定 資 産  77  負   債   合   計  12,691  

    （ 純 資 産 の 部 ）    

 投資その他の資産  17,339  株 主 資 本  21,789  

投 資 有 価 証 券  779  資 本 金  2,341  

関 係 会 社 株 式  13,504  資 本 剰 余 金  6,836  

関係会社長期貸付金  2,395  資 本 準 備 金  6,836  

繰 延 税 金 資 産  139  利 益 剰 余 金  12,613  

賃 貸 用 不 動 産  1,243  利 益 準 備 金  436  

そ の 他  234  その他利益剰余金  12,176  

投 資 損 失 引 当 金  △955  別 途 積 立 金  3,414  

貸 倒 引 当 金  △1  繰 越 利 益 剰 余 金  8,761  

    自 己 株 式  △2  

    評価・換算差額等  161  

    その他有価証券評価差額金  161  

    純 資 産 合 計  21,950  

資   産   合   計  34,641  負 債 ・ 純 資 産 合 計  34,641  

（注）表示金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



                              

 

損   益   計   算   書 

自 2019 年 4月 1日 

至 2020 年 3月31日   

（単位：百万円） 

科           目 金        額 

 営 業 収 益 
  

3,273  

 営 業 費 用 1,688  

  営 業 利 益   1,584  

 営 業 外 収 益     

  受 取 利 息 64    

  受 取 配 当 金  38    

  不 動 産 賃 貸 料 298    

  そ の 他 40  442  

 営 業 外 費 用     

  支 払 利 息 36    

  不 動 産 賃 貸 原 価  56    

  そ の 他 90  182  

  経 常 利 益 
  

1,844  

 特 別 損 失   

  固  定  資  産  売  却  損 14    

  固  定  資  産  除  却  損 2    

  投  資  有  価  証  券  評  価  損 41    

  投  資 損 失 引 当 金 繰 入 額 955  1,013  

  税 引 前 当 期 純 利 益   831  

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 58    

  法 人 税 等 調 整 額 13  72  

  当 期 純 利 益   759  

（注） 表示金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



ヒロセホールディングス株式会社 

個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

建物については定額法を採用しております。 
主な耐用年数 

建物 31 年～36 年 
 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

自社利用のソフトウェア 
のれん 

5 年 
20 年 

 

（３）投資その他の資産 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

賃貸用不動産 36 年 
 

 

３． 引当金の計上基準 
（１） 投資損失引当金 投資に対する損失に備えるため、投資先会社の財政

状態等を勘案し、必要と認められる額を計上してお

ります。 
 
（２） 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等につ

いては個別に債権の回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。 
 
（３） 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち

当事業年度に対応する金額を計上しております。 
 
（４） 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 
 
 ① 退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。 
 
 



 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法  
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定率法

により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定率法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
 

（５） 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 
 
 

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っており、資産に係る控除対象外消費税等は発生事

業年度の期間費用として処理しております。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１． 担保資産 
担保に供している資産   

建物 130 百万円 
土地 1,539 百万円 
計 1,669 百万円 

上記に対応する債務   
短期借入金 2,331 百万円 
１年内返済予定の長期借入金 641 百万円 
長期借入金 1,500 百万円 
計 4,472 百万円 

２． 減価償却累計額 
有形固定資産 5,782 百万円 
賃貸用不動産 473 百万円 

３． 保証債務 
次の関係会社の電子記録債務等及び金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。 

ヒロセ株式会社 1,759 百万円 
ヒロセ補強土株式会社 244 百万円 
日本ノーディッグテクノロジー株式会社  0 百万円 
HIROSE(ASIA)PTE.LTD. 940 百万円 
HIROSE(SINGAPORE)PTE.LTD. 877 百万円 
HIROSE(THAILAND)LTD. 388 百万円 
HIROSE VIETNAM COMPANY LIMITED 300 百万円 
PT.HIROSE NUSANTARA INDONESIA 2 百万円 

４． 関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示したものを除く） 
短期金銭債権 86 百万円 
短期金銭債務 2 百万円 
長期金銭債務 11 百万円 

５． 取締役、監査役（執行役）に対する金銭債権及び金銭債務 
長期金銭債権 13 百万円 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因

は、その他有価証券評価差額であります。 



（関連当事者との取引に関する注記） 

関連会社等 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 
ヒロセ 
株式会社 

所有 

直接  100％ 

資金の貸付 

業務の受託 

不動産の賃貸 

役員の兼任 

債務保証 

資金の貸付(注 1) 

 

利息の受取 

業務受託料の受取 
不動産賃貸料の受取 

※（注 2）※ 

債務保証(注 3) 

保証料の受取 

△607 

 

18 

771 

527 

 

1,759 

4 

関係会社

貸付金 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

3,756 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

子会社 
太洋ヒロセ 
株式会社 

所有 

直接   88％ 

資金の預り 

自己株式の取得 

資金の預り(注 1) 

 

利息の支払 

自己株式の取得 
(注 4) 

3,000 

 

8 

178 

 

関係会社

預り金 

－ 

－ 

 

5,000 

 

－ 

－ 

 

子会社 
ヒロセ補強土 
株式会社 

所有 

直接  100％ 

資金の預り 

役員の兼任 

資金の預り(注 1) 

 

利息の支払 

517 

 

1 

関係会社

預り金 

－ 

1,099 

 

－ 

子会社 

日本ノーディッ

グテクノロジー 
株式会社 

所有 

直接   81％ 

資金の預り 

役員の兼任 

資金の預り(注 1) 

 

利息の支払 

－ 

 

0 

関係会社

預り金 

－ 

500 

 

－ 

子会社 
HIROSE 
(ASIA) 

PTE.LTD. 

所有 

直接  100％ 

資金の貸付 

債務保証 

役員の兼任 

資金の貸付(注 1) 

利息の受取 

 

 

債務保証(注 3) 

保証料の受取 

386 

22 

 

 

940 

1 

関係会社 

貸付金 
関係会社 

長期貸付金 

－ 

－ 

14 

 

1,536 

 

－ 

－ 

子会社 
HIROSE 

(SINGAPORE) 
PTE.LTD. 

所有 

間接  100％ 

資金の貸付 

債務保証 

役員の兼任 

資金の貸付(注 1) 

利息の受取 

 

 

債務保証(注 3) 

保証料の受取 

425 

23 

 

 

877 

2 

関係会社 

貸付金 
関係会社 

長期貸付金 

－ 

－ 

295 
 

859 
 

－ 

－ 

子会社 
HIROSE 

(THAILAND) 
LTD. 

所有 

間接   58％ 
債務保証 

債務保証(注 3) 

保証料の受取 

388 

0 

－ 

－ 

－ 

－ 

関連会社 
ヒロセ開発 
株式会社 

所有 

直接 22％ 
自己株式の取得 

自己株式の取得 
(注 4) 

255 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)資金の貸付及び預りについては、市場金利を勘案して決定しております。また、取引金額につい

ては純額で表示しております。 

(注 2)業務受託及び不動産賃貸の取引条件については、市場実勢を勘案して決定しております。 
(注 3)電子記録債務等及び金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。 
(注 4)自己株式の取得については 2019 年 6月 26 日開催の定時株主総会に基づき、2019 年 10 月 31 に

取得したものであります。 
 

役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

役員 廣瀬太一 
被所有 

直接  0.84％ 
当社代表取締役 

事務所敷金の支払 

(注 1) 

事務所家賃の支払 

(注 1) 

－ 

 

3 

 

長期差入 

保証金 

－ 

 

13 

 

－ 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)事務所敷金及び事務所家賃の金額は、一般取引先の取引条件と同様に決定しております。 
 
 



（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 1,370 円 81 銭 
１株当たり当期純利益 48 円 18 銭 

 
 
 


